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第一章 基本構想を策定する趣旨

１．基本構想の目的等

１－１．基本構想の目的

１－３．基本構想の対象範囲等

この基本構想は、最終的には町におけるすべての業務及び情報システムの今後の

方向性に関わる内容となるものですが、その前提となる現状把握の対象は、町全体へ

の影響が大きい総合行政情報システムネットワークを利用した次の業務とし、個別の

小規模な業務システムは除くこととします。

注1）最適化…… …… …業務の制度面・運用面からの見直し、システムの共通化・一元化などを内容とする最適化計画に基づき、業務運営の簡素化・効率化・合理化を推進するものであり、その結果、経費や業務処理時間の削減等を図る（総務省「業務・システム最適化の推進」）注2）グループウェア……組織内のコンピュータネットワークを活用した情報共有のためのシステムソフトウェア注3）アウトソーシング… 業務のうち専門的なものについて、より得意とする外部の企業等に委託すること

これからの町において、中長期的な方向性として、情報通信技術（ICT）を活用した効

率的・効果的な行政サービスの提供を行うことにより、町民の利便性の向上、町民負

担の軽減、ひいては行政コストの削減を図るものです。

１－２．基本構想の策定手法

町における個々の業務及び情報システムの現状について、ベンダーとともに、担当ヒ

アリングなどを通じて把握・分析を行い、課題・問題点を抽出するとともに、課題解決の

方策を検討することにより、業務及び情報システムの見直し・改善を実施し、全体最適

化注１を実現していくための基本となる計画（構想）を策定します。

・住民記録業務（住民記録関連業務を含む） ・外国人業務 ・住基ネット

・税業務 ・福祉業務 ・保健業務 ・介護業務 ・後期高齢者業務

・戸籍業務 ・財務会計業務 ・人事給与業務 ・グループウェア注2

・ネットワーク ・アウトソーシング注3管理


